
 

 

 

◆字句の訂正等について 

 

事前配布いたしました『古賀市人権施策基本指針に基づく実施計画(案)２０２５（令和７）年度』に、

下記のとおり訂正がございました。 

  お詫び申し上げます。 

  修正した計画（案）につきましては、第 1回人権施策審議会において出された意見とともに反映し、 

第 2回審議会において配付します。 

 

 

【Ｐ２】実施計画策定の背景 

行数 修正前                    修正後 

１１行目 

１２行目 

〇このような変化を背景に、２０１６（平成２８）

年には 人権三法と呼ばれる「障害を 

理由とする差別の解消の推進に関する法律 

（障害者差別解消法）」 

〇このような変化を背景に、２０１６（平成２８）

年には 人権三法と呼ばれる「障がいを理由とす

る差別の解消の推進に関する法律（障がい者差別

解消法）」 

下から 

4行目 

〇＊２人種 、 民族 、 信条 、 性別 、 社会的

身分 、 門地 、 障害 、 

〇＊２人種 、 民族 、 信条 、 性別 、 社会的

身分 、 門地 、 障がい 、 

 

【Ｐ５】３．２０２５（令和７）年度の実施計画について 

行数 修正前                    修正後 

６行目 

〇障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律 

〇障がいを理由とする差別の解消の推進に関す

る法律 

 

【Ｐ６】４．人権施策体系表（１．部落差別（同和問題）） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令 

日本 

〇日本国憲法第１４条（昭和２２年） 

〇同和対策議会答申（昭和４０年） 

〇同和対策事業特別措置法（昭和４４年）※１０

年時限法、３年延長 

〇地域改善対策特別措置法（昭和５６年）※５年

時限法 

〇地対財特法（昭和６２年）※５年時限法、５年

日本 

〇日本国憲法第１４条（昭和２２年） 

〇同和対策議会答申（昭和４０年） 

〇同和対策事業特別措置法（昭和４４年）※１０ 

年時限法、３年延長 

〇地域改善対策特別措置法（昭和５６年）※５年

時限法 

〇地対財特法（昭和６２年）※５年時限法、５年

別紙３ 

５ 



延長のち一部５年延長 

〇人権教育のための国連１０年国内行動計画策

定（平成９年） 

○人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平

成１２年） 

○部落差別の解消の推進に関する法律（平成２８

年） 

福岡県 

○福岡県同和教育基本方針策定（昭和４４年） 

○福岡県同和対策長期計画策定（昭和４５年） 

○福岡県部落差別事象の発生の防止に関する条

例（平成７年） 

※平成３１年に福岡県部落差別解消推進に関す

る条例に改正 

○人権教育のための国連１０年福岡県行動計画

策定（平成１０年） 

○福岡県人権教育・啓発基本施策策定（平成１５

年） 

○福岡県人権教育・啓発基本指針策定・啓発基本

指針（平成１７年）※平成２９年改定 

古賀市 

○古賀町同和対策審議会設置（昭和４５年）※平

成１８年廃止、同年古賀市人権施策審議会設置 

○古賀町「同和」保育基本指針策定（昭和５０年） 

○古賀町「同和」教育基本指針策定（昭和５４年） 

○「人権擁護古賀町」宣言に関する決議（平成６

年） 

○古賀市「同和」問題等の早期解決に関する条例

（平成８年） 

○人権教育のための国連１０年古賀市行動計画

策定（平成１２年） 

○古賀市人権施策基本指針策定（平成１９年）※

令和３年改定 

○古賀市部落差別をはじめあらゆる差別の解消

と人権擁護に関する条例（令和２年） 

延長のち一部５年延長 

〇人権教育のための国連１０年国内行動計画（平

成９年） 

○人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平

成１２年） 

○部落差別の解消の推進に関する法律（平成２８

年） 

福岡県 

○福岡県同和教育基本方針（昭和４４年） 

○福岡県同和対策長期計画（昭和４５年） 

○福岡県部落差別事象の発生の防止に関する条

例（平成７年） 

※平成３１年に福岡県部落差別解消推進に関す

る条例に改正 

○人権教育のための国連１０年福岡県行動計画

（平成１０年） 

○福岡県人権教育・啓発基本施策（平成１５年） 

 

○福岡県人権教育・啓発基本指針・啓発基本指針

（平成１７年）※平成２９年改定 

古賀市 

○古賀町同和対策審議会設置（昭和４５年）※平

成１８年廃止、同年古賀市人権施策審議会設置 

○古賀町「同和」保育基本指針（昭和５０年） 

○古賀町「同和」教育基本指針（昭和５４年） 

○「人権擁護古賀町」宣言に関する決議（平成６

年） 

○古賀市「同和」問題等の早期解決に関する条例

（平成８年） 

○人権教育のための国連１０年古賀市行動計画

（平成１２年） 

○古賀市人権施策基本指針（平成１９年）※令和

３年改定 

○古賀市部落差別をはじめあらゆる差別の解消

と人権擁護に関する条例（令和２年） 

 

【Ｐ７】４．人権施策体系表（２．女性の人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令 

福岡県 

○福岡県男女共同参画推進条例(平成１３年) 

○第５次福岡県男女共同参画計画策定（令和３

年） 

福岡県 

○福岡県男女共同参画推進条例(平成１３年) 

○第５次福岡県男女共同参画計画（令和３年） 

 



古賀市 

○第３次男女共同参画計画策定（令和４年） 

○古賀市男女平等をめざす基本条例(平成１７

年) 

古賀市 

○第３次男女共同参画計画（令和４年） 

○古賀市男女平等をめざす基本条例(平成１７

年)  

 

【Ｐ９】４．人権施策体系表（３．子どもの人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令 

福岡県 

○福岡県青少年健全育成条例（平成８年）※令和

２年改正 

○福岡県いじめ防止基本方針策定（平成２６年）

※平成３０年改定 

○福岡県子どもへの虐待を防止し権利を擁護す

る条例(令和４年) 

○福岡県こども計画（令和７年度） 

福岡県 

○福岡県青少年健全育成条例（平成８年）※令和

２年改正 

○福岡県いじめ防止基本方針（平成２６年）※平

成３０年改定 

○福岡県子どもへの虐待を防止し権利を擁護す

る条例(令和４年) 

○福岡県こども計画（令和７年度） 

 

【Ｐ９】４．人権施策体系表（４．高齢者の人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令 

福岡県 

○福岡県高齢化社会行動計画策定（平成５年） 

○第１０次福岡県高齢者保健福祉計画（令和６

年） 

福岡県 

○福岡県高齢化社会行動計画（平成５年） 

○第１０次福岡県高齢者保健福祉計画（令和６

年） 

 

【Ｐ１０】４．古賀市人権施策体系表（５．障がい者の人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令等 

日本 

○身体障害者福祉法(昭和２５年)※昭和５９年

改正 

○精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭

和２５年）※令和５年改正 

○知的障害者福祉法(昭和３５年) 

○障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５

年）※令和４年改正 

○障害者基本法(昭和４５年)※平成２３年改正 

 

○発達障害者支援法(平成１７年)※平成２８年

改正 

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成２４年）※令和４年改

正 

○障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援に関する法律(平成２４年) 

日本 

○身体障がい者福祉法(昭和２５年)※昭和５９

年改正 

○精神保健及び精神障がい者福祉に関する法律

（昭和２５年）※令和５年改正 

○知的障がい者福祉法(昭和３５年) 

○障がい者の雇用の促進等に関する法律（昭和３

５年）※令和４年改正 

○障がい者基本法(昭和４５年)※平成２３年改

正 

○発達障がい者支援法(平成１７年)※平成２８

年改正 

○障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律（平成２４年）※令和４年

改正 

○障がい者虐待の防止、障がい者の養護者に対す

る支援に関する法律(平成２４年) 



○地域社会における共生の実現に向けて新たな

障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の

整備に関する法律（平成２５年)＝障害者総合

支援法、※旧障害者自立支援法（平成１８年） 

 

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律施行(平成２８年)、令和６年改正施行 

○視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関す

る法律(令和元年) 

○第５次障害者基本計画策定(令和５年)  

○地域社会における共生の実現に向けて新たな

障がい保健福祉施策を講ずるための関係法律

の整備に関する法律（平成２５年)＝障がい者

総合支援法、※旧障がい者自立支援法（平成１

８年） 

○障がいを理由とする差別の解消の推進に関す

る法律施行(平成２８年)、令和６年改正施行 

○視覚障がい者等の読書環境の整備の推進に関

する法律(令和元年) 

○第５次障がい者基本計画(令和５年) 

   

主な根拠

法令等 

古賀市  

○古賀市障害者施策推進協議会設置条例(平成１

３年) 

○第４期古賀市障がい者基本計画策定（令和３

年） 

○第７期古賀市障害福祉計画策定（令和６年） 

○第３期古賀市障がい児福祉計画（令和６年） 

古賀市  

○古賀市障がい者施策推進協議会設置条例(平成

１３年) 

○第４期古賀市障がい者基本計画（令和３年） 

○第７期古賀市障がい福祉計画（令和６年） 

○第３期古賀市障がい児福祉計画（令和６年） 

 

【Ｐ１２】４．人権施策体系表（８．インターネットによる人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令 

日本 

○情報流通プラットフォーム対処法（令和６年）

※旧プロバイダー責任制限法 

福岡県 

○福岡県人権教育・啓発基本指針策定（平成１５

年）※平成３０年改定 

古賀市 

○古賀市人権施策基本指針策定（平成１９年）※

令和４年改定 

日本 

 

福岡県 

○福岡県人権教育・啓発基本指針（平成１５年）

※平成３０年改定 

古賀市 

○古賀市人権施策基本指針（平成１９年）※令和

４年改定 

 

【Ｐ１２】４．人権施策体系表（９．犯罪被害者等に関する人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令 

日本 

○犯罪被害者等基本法(平成１７年) 

○第 4次犯罪被害者基本計画策定（令和３年） 

福岡県 

〇福岡県犯罪被害者等支援条約策定（平成３０

年） 

〇福岡県犯罪被害者等支援計画（令和４年） 

日本 

○犯罪被害者等基本法(平成１７年) 

○第 4次犯罪被害者基本計画（令和３年） 

福岡県 

〇福岡県犯罪被害者等支援条約（平成３０年） 

〇福岡県犯罪被害者等支援計画（令和４年） 

 

 



 

 

 

【Ｐ１３】４．古賀市人権施策体系表（１１．性的指向及び性自認（ＳＯＧＩ）に関する人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令等 

日本 

○性同一性障害者の性別の取扱いの特例に関す

る法律(平成１６年)※令和４年改正 

日本 

○性同一性障がい者の性別の取扱いの特例に関

する法律(平成１６年)※令和４年改正 

 

【Ｐ１４】４．古賀市人権施策体系表（１２．さまざまな人権問題） 

項目 修正前                    修正後 

主な根拠

法令等 

７行目 

８行目 

日本 

○身体障害者補助犬の育成及びこれを使用する

身体障害者の施設等の利用の円滑化のための

障害者基本法（平成１４年） 

○身体障害者補助犬法（平成１４年） 

福岡県 

○福岡県人権教育・啓発基本指針策定（平成１５

年）※平成３０年改定 

日本 

○身体障がい者補助犬の育成及びこれを使用す

る身体障がい者の施設等の利用の円滑化のた

めの障がい者基本法（平成１４年） 

○身体障がい者補助犬法（平成１４年） 

福岡県 

○福岡県人権教育・啓発基本指針（平成１５年）

※平成３０年改定 

 

【Ｐ２３】２０２４（令和６）年度→２０２５（令和７）年度の事業実施一覧 

政策体系図 基本事業 修正前       修正後 

１-１-１-３ 

 

子ども発達支

援事業 

基本事業の概要 

発達障害者支援法及び古賀市障

がい者基本計画に基づき 

基本事業の概要 

発達障がい者支援法及び古賀市障

がい者基本計画に基づき 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


